
 

 

 

 

 

【論説】マネーをどれだけ注ぎ込んでも経済危機は解決できない 

――新自由主義経済を主導してきたＩＭＦ・世銀体制こそ貧困と環境破壊の元凶 

 

2012 年 10 月 22 日 緑の党運営委員会 

 

去る 10月 14 日から 19日、ＩＭＦ・世銀の総会が日本で開催されました。主要国の共同声

明は「世界経済は減速し、いちじるしい不確実性と下振れリスクがある」として強い危機感

を表明しています。 

世界経済が抱えるリスクの一つ目は、ユーロ危機です。南欧諸国への金融支援の条件とさ

れる緊縮財政政策は人びとの激しい抵抗に遭っているばかりか、それ自体が経済を委縮させ

失業を増やし税収を減らすという悪循環を招いています。二つ目は、米国経済が来年初めに

「財政の崖」（急激な財政支出削減と減税打ち切り）を転がり落ちて、失速するおそれです。

三つ目は、リーマンショック後の世界経済の回復を牽引してきた中国経済が減速し、日中間

の領土紛争がこれに拍車をかけていることです。 

これまでＩＭＦと先進国は、各国政府の借金の膨張が国債価格の暴落と金融危機をもたら

したとの立場から、財政赤字の削減を最優先してきました。しかし、経済の失速の危機に直

面し、これを軌道修正して経済成長促進政策との両立を打ち出しましたが、財政出動が困難

な現在、成長政策は中央銀行がマネーを大量に注ぎ込む金融緩和に頼るしかありません。 

ところが、各国が争って金融緩和を進めても、高い経済成長が過去のものになった今日、

中央銀行がいくらマネーを市中銀行に供給しても個人や企業は積極的に借りようとせず、効

果がありません。むしろ、大量のマネーが先進国から溢れだして新興国や発展途上国に流れ

こみ、株や不動産のバブルを引き起こし、食料品の価格を高騰させ、人びとを苦しませてい

ます。自民党の安倍総裁や民主党の前原国家戦略相もいっそうの金融緩和による成長戦略を

主張していますが、問題の解決にはならないのです。 

そもそもＩＭＦ・世銀体制は、発展途上国の債務危機につけこんで構造調整プログラムを

押しつけ、公共政策を解体させて途上国の経済を新自由主義とグローバル企業の利益の下に

従属させ、貧困と環境破壊を拡大し、先進国でも産業の空洞化と雇用の劣悪化を引き起こし

た元凶です。今回の総会でも、世界経済を危機に陥れている投機的なマネーの動きを放置し、

有効な危機解決策を何も打ち出すことができていません。 

私たちは、人びとの生活と生存を優先する立場から、経済の「成長」ではなく「安定」を

めざした次の政策が緊急に必要であると考えます。 

 

＊投機的なマネーに対する規制をすみやかに実行する。ＥＵの多くの国が導入している金融

取引税や通貨取引税をより実効性の高いものにしながら全世界で導入する。 

＊環境や再生可能エネルギー、医療やケアや教育、食や農業の分野に資金を投入し、地域か

ら雇用と仕事を新しく創りだす。 

＊社会的弱者への犠牲を強いる緊縮政策をやめて、社会保障を拡充する。正規－非正規労働

者の賃金格差を解消し、労働者の所得を引き上げる。 
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